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総合索引
20年 No.2876 ～ 2899

７月～ 12月

経財トピックス
�内部統制関連�
内部統制研究学会　「重要な欠陥」実態

調査結果を報告  2877（７/14）

内部統制研究学会　第１回年次大会を　

開催  2877（７/14）

内部統制研究会で金融庁の三井課長講演 

  2878（７/21）

会計士協　第29回研究大会を開催  2879（７/28）

弊社　「内部統制報告制度」の対応状況

を調査  2883（９/１）

取締役協　内部統制初年度のコスト，

１億円以上は65％  2883（９/１）

監査役協　監査役のための内部統制報告

制度Q&Aを公表  2889（10/19）

中央大学　金融危機が内部統制に与える

影響は？  2897（12/８）

内部統制報告書，11月28日に提出第１号

　  2899（12/22）

�四半期関連�
改正四半期連結財規等は８月７日公布予定

　  2880（８/４）

ASBJ　四半期会計基準の改正案公表

　  2881（８/18）

金融庁　改正連結財規・四半期財規等を

公布  2882（８/25）

東証　四半期決算発表までの平均所要日

数は34.7日  2883（９/１）

本誌調査　四半期レビュー報告書の訂正

が最多  2885（９/15）

東証　四半期決算短信の作成に係る留意

事項公表  2890（10/20）

金融庁　第１四半期報告書のXBRLデー

タを分析  2892（11/３）

JICPA　XBRL形式の財務諸表作成で留

意点を公表  2892（11/３）

東証　第２四半期決算発表，ピークは41

～ 45日  2897（12/８）

本誌　四半期での「税金費用」処理，親

子間で原則統一  2897（12/８）

�会計基準等�
SPC・投資事業組合

FASF・諮問会議　従業員持株会の新ス

キーム登場で対応を提案  2881（８/18）

企業結合・事業分離会計

ASBJ　企業結合会計基準の改正案公表

　  2876（７/７）
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ASBJ　企業結合会計基準の改正審議を

再開  2888（10/６）

ASBJ　「段階取得」個別上は現行処理を

維持  2893（11/10）

ASBJ　改正企業結合基準を12月18日に

公表議決へ  2895（11/24）

ASBJ　電子記録債権導入などで審議提案

　  2896（12/１）

ASBJ　投資不動産等を時価開示へ  2896（12/１）

金融商品会計

ASBJ　金融危機問題で会計上の対応を

検討  2891（10/27）

ASBJ　「債券の保有目的区分の変更」で

論点整理を公表  2892（11/３）

JICPA会長，「時価会計凍結」報道を論難

　  2892（11/３）

ASBJ　「債券の保有目的区分の変更」で

草案公表  2894（11/17）

ASBJ　金融商品会計基準の見直しで論

点検討  2895（11/24）

ASBJ　「債権の保有目的区分の変更」を

容認  2898（12/15）

研究開発費

ASBJ　開発費の資産計上に関する実態

調査  2887（９/29）

工事契約

本誌調査　工事収益の処理方法変更は３

社のみ  2879（７/28）

本誌調査　工事契約基準の早期適用，

　第１四半期は28社  2889（10/13）

本誌調査　工事進行基準，適用準備の裏側

　  2891（10/27）

セグメント情報

JICPA　セグメント変更，累計期間への

影響額を注記  2890（10/20）

退職給付会計

ASBJ　改正退職給付会計基準を近く公表

　  2877（７/14）

ASBJ　退職給付会計基準を改正  2880（８/４）

ASBJ　退職給付会計基準を大幅改正へ

　  2889（10/13）

ASBJ　退職給付会計見直しの論点整理

を１月に公表  2898（12/15）

JICPA　退職給付会計実務指針の改正案

を公表  2899（12/22）

棚卸資産会計

本誌調査　棚卸基準の早期適用　20年３

月期は71社  2879（７/28）

ASBJ　23年３月期から後入先出法廃止

　  2886（９/22）

投資不動産

ASBJ　福利厚生施設は「賃貸等不動産」

に該当せず  2888（10/６）

ASBJ　投資不動産等を時価開示へ

　  2896（12/１）

引当金

TDB調査　ポイント引当会社は196社・

3,531億円  2886（９/22）

ASBJ　引当金に関する基準開発へ

　  2891（10/27）

リース会計

本誌調査　リース基準の早期適用　20年

３月期は18社  2878（７/21）

本誌調査　新リース基準の早期適用

　第１四半期は222社  2885（９/15）

その他

本誌調査　「関連当事者開示」53社が早

期適用  2878（７/21）

本誌調査　「在外子会社の取扱い」20年

３月期までの適用は19社  2880（８/４）

FASF・諮問会議　金融庁が従業員持株

会の新スキーム登場で対応を提案

　  2881（８/18）

本誌調査　19年10月～ 20年２月期
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　会計処理変更は89件  2882（８/25）

本誌調査　20年３月期，会計処理の変更

は418社・494件  2886（９/22）

本誌調査　営業活動によるCF，「直接

法」適用は９社  2888（10/６）

FASF・諮問会議　電子記録債権導入に

向け会計処理など検討へ  2893（11/10）

ASBJ　EPS計算，IASB ／ FASB草案受

け審議開始  2893（11/10）

ASBJ　電子記録債権導入などで審議提案

　  2896（12/１）

ASBJ/FASFレポート

第156回　退職給付債務の計算は期末の

割引率で  2878（７/21）

第157回　退職給付会計基準の改正案を

公表議決  2880（８/４）

第158回　後入先法の廃止，理屈よりコ

ンバージェンス優先  2882（８/25）

第159回　IASBへのコメント対応に向

け，議論  2884（９/８）

第160回　「プロジェクト計画表」を更新

　  2887（９/29）

第161回　「段階取得」をめぐり，賛否両論

　  2889（10/13）

第162回　金融危機対応を審議  2891（10/27）

第163回　金融危機対応の方策打ち出す

　  2892（11/３）

第164回　「保有目的区分の変更」賛否両論

　  2894（11/17）

第165回　「債権保有目的区分の変更」案

を公表議決  2894（11/17）

第166回　賃貸不動産の時価開示基準を

公表決議  2896（12/１）

第167回　「債権の保有目的区分の変更」

案を公表議決  2898（12/８）

国際会計基準関係

金融庁　コンバージェンス，2011年に向

け「連結先行」で対応  2882（８/25）

会計士協　日本にもIFRS採用の選択肢を

　  2884（９/８）

国際会計研究学会　IFRS適用上の課題

など報告  2884（９/８）

ASBJとIASBがコンバージェンス会議

　  2886（９/22）

産業経理協　IFRSの動向をテーマに講

演会  2886（９/22）

ASBJ　「連結先行」論，計画表更新に影

響せず  2887（９/29）

監査役協　会計コンバージェンスで「実

務対応　その２」を公表  2889（10/13）

経団連　IFRSと日本基準，選択制が適当

　  2890（10/20）

企会審・企画調整部会　IFRS対応や金

融危機など議論  2892（11/３）

国際会計基準（IFRS）の採用についての

議論を開始《企業会計審議会レポート》

　  2892（11/３）

欧州議会，「日本基準はIFRSと同等」と

決議  2892（11/３）

ASBJ　EPS計算，IASB ／ FASB草案受

け審議開始  2893（11/10）

金融危機巡り，IASBとFASBが東京会議

　  2897（12/８）

アナリスト協　IASB ／ FASB円卓会議

へのコメントを公表  2898（12/15）

発行登録制度・目論見書制度についての

見直しを開始《金融審議会レポート》

　  2892（11/３）

企会審　IFRS適用で「目標設定必要」

の声  2899（12/８）

�開示関係の法令・制度等�
金融庁関係

IHIの有報等虚偽記載に課徴金16億円

　  2876（７/７）
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IHIの有報等虚偽記載に課徴金16億円

　  2878（７/21）

開示府令等の改正案公表  2886（９/22）

自己株取得規制を年内に限り緩和  2890（10/20）

有価証券届出書に四半期財表を記載

　  2891（10/27）

金融審部会　格付会社の規制を検討

　  2891（10/27）

「発行登録」「目論見書」の見直しを議論

　  2892（11/３）

コーポレート・ガバナンスに係る審議開始

　  2892（11/３）

銀行等の自己資本比率規制の一部を弾力化

　  2894（11/17）

有限責任監査法人の第４号を登録  2895（11/24）

コーポレート・ガバナンスで論点提示

　  2898（12/15）

インサイダー取引規制の軽微基準を新設

　  2898（12/15）

証券取引所関係

全国証取調べ　新興市場，個人株主が10

年ぶりに減少  2876（７/７）

東証　成長企業向け新市場の制度概要試

案を公表  2881（８/18）

東証等，コンプライアンス・フォーラム

開催  2887（９/29）

東証等　上場株券に係る時価総額基準の

適用を停止  2894（11/17）

その他

証取監視委，課徴金の事例集を公表

　  2876（７/７）

JICPA　有限責任監査法人Q＆A公表

　  2884（９/８）

JICPA　「インサイダー取引Q＆A」を公表

　  2885（９/15）

JICPA　XBRL形式の財務諸表作成で留

意点  2892（11/３）

「株券電子化」の実施は来年１月５日

　  2895（11/24）

日本経団連　事業報告等のひな型を改訂

　  2896（12/１）

証取監視委，課徴金減算制度の報告書様

式を公表  2899（12/22）

�監査・レビュー�
公認会計士協会関係

連結・持分法適用範囲，監査上の取扱い

で改正案  2876（７/７）

監査法人監査の留意点公表  2877（７/14）

「工事進行基準」に係る監査上の留意事

項を改正  2877（７/14）

「後発事象に関する監査上の取扱い」を

改正  2880（８/４）

経営者確認書の実務指針を改正へ  2880（８/４）

保証業務等に関する研究報告（案）公表

　  2883（９/１）

有限責任監査法人Q＆Aを公表  2884（９/８）

「インサイダー取引Q＆A」を公表  2885（９/15）

「連結範囲決定に関する監査上の取扱い」

　でQAを改正  2885（９/15）

「工事進行基準」に係る監査上の留意事

項公表  2885（９/15）

監査法人監査の独立性指針を改正へ

　  2895（11/24）

経営者確認書の実務指針を改正  2895（11/24）

連結財務諸表監査の実務指針を改正へ

　  2897（12/８）

法令違反等発見時のQ＆Aを公表  2898（12/15）

その他

CPAAOB　CPA試験短答式　合格発表

　  2876（７/７）

会計士協　「排出量取引」などテーマに

シンポジウム開催  2878（７/21）

JICPA　第42回定期総会を開催  2878（７/21）

本誌調査　大手監査法人，IT監査スタッ
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フの拡充傾向鮮明に  2891（10/27）

本誌調査　会計監査人の責任限定契約は

191社  2894（11/17）

CPAAOB　20年会計士試験合格者を発表

　  2896（12/１）

�税制・税務関係�
国税庁　平成20年分路線価を公表  2877（７/14）

国税庁石井道遠長官インタビュー  2881（８/18）

東京国税局森本学局長インタビュー

　  2884（９/８）

関東信越国税局，新局長に杉江潤氏が就任

　  2886（９/22）

国税庁調査　男性の平均給与，0.7％増

の542万円  2887（９/29）

「税を考える週間」　マラソンでe-TaxをPR

　  2895（11/24）

�企業動向�
TSR調査　上半期倒産が３年連続で前年

同期比増  2878（７/21）

中企庁　中小企業の１割超が会計参与を

“導入”  2880（８/４）

経団連　大卒初任給，1,191円UPで20万

6,969円  2886（９/22）

TDB　地銀の変動利付　国債算定動向

調査  2899（12/22）

�学会・会計関係団体の動向その他�
会計士試験短答式　合格率トップは会計

専門職大学院修了  2876（７/７）

日本内部統制研究学会がアンケート調査

　  2877（７/14）

日本内部統制研究学会が年次大会開催

　  2877（７/14）

内部統制研究会で金融庁の三井課長講演

　  2878（７/21）

IPOの専門家輩出へ実務検定を立上げ

　  2881（８/18）

第14回「暮らしと事業のよろず相談会」

開催  2881（８/18）

日本監査研究学会　20年度全国大会を開

催へ  2882（８/25）

国際会計研究学会　IFRS適用上の課題

などを報告  2884（９/８）

日本簿記学会　第24回全国大会を開催

　  2884（９/８）

日本会計研究学会　第67回大会を開催

　  2886（９/22）

産業経理協会　IFRSの動向をテーマに

講演会  2886（９/22）

FASS2.0対応の能力評価制度を検討

　  2887（９/29）

国際会計を巡り早稲田大学でシンポジウム

　  2888（10/６）

日本監査研究学会　第31回全国大会を開催

　  2888（10/６）

日本内部監査協会　全国大会開催  2888（10/６）

アビタスがIFRS認定資格の対策コース

開講  2888（10/６）

日本CGF　第36回勉強会を開催  2888（10/６）

第12回全国大学会計人会サミット開催

　  2891（10/27）

JIIAE　「国際会計基準（IFRS）基礎研

修会」を開催  2896（12/１）

CPAAOB　平成20年会計士試験の合格

発表  2896（12/１）

日本CGF　第15回年次大会を開催  2899（12/22）

�トピックスアイ�
コンバージェンスと税制  2884（９/８）

「ベターレギュレーション」～規制スタ

ンスの大転換  2885（９/15）

早や “水入り” か？日本の内部統制報告

制度  2886（９/22）

国際会計基準への対応～ “連結先行” か

ら “連単分離” へ？～  2887（９/29）

米国基準を捨てるSECの覚悟と企業の対応
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ミニファイル

　  2888（10/６）

米国基準と日本基準に１兆円の差　その

要因は？～三菱UFJ決算  2889（10/13）

受注ソフトウェアへの工事契約基準の適用

　  2890（10/20）

時価会計の凍結と銀行の経営責任  2891（10/27）

時価会計凍結～誤報の増幅  2893（11/10）

監査人は市場の番人たりえるか？  2896（12/１）

幻想  2897（12/８）

�トピックスプラス（経営財務レポート）�
金融危機対応時におけるアダプション国

とコンバージェンス国に顕著な相違が？

　  2891（10/27）

グローバルな金融危機対応に関する東京

ラウンドテーブル  2898（12/15）

�内部統制関連�
公認内部監査人（CIA）  2894（11/17）

IPOと重要な欠陥  2898（12/15）

�四半期関連�
四半期における後発事象  2879（７/28）

「四半期報告」第１号  2880（８/４）

四半期での会計方針変更  2881（８/18）

四半期報告書と半期報告書  2886（９/22）

XBRLによる四半報の提出  2889（10/13）

第２四半期以降のセグメント変更  2895（11/24）

決算発表「1.2日」の差  2898（12/15）

�会計・開示�
後入先出法廃止の影響  2876（７/７）

全面時価評価法  2876（７/７）

負ののれん  2877（７/14）

正味売却価額  2877（７/14）

連結原則  2878（７/21）

確認書制度  2879（７/28）

段階取得の会計処理  2880（８/４）

「四半期報告」第１号  2880（８/４）

四半期での会計方針変更  2881（８/18）

「連結先行」論  2882（８/25）

商品券の会計処理  2882（８/25）

収益認識  2883（９/１）

財務諸表の表示  2883（９/１）

廃止事業  2884（９/８）

MOU項目  2884（９/８）

包括利益計算書  2885（９/15）

四半期報告書と半期報告書  2886（９/22）

入口価格と出口価格  2886（９/22）

有価証券届出書  2887（９/29）

キャッシュ・フロー計算書  2887（９/29）

後入先出法からの変更  2888（10/６）

初日損益（Day One Gain or Loss）  2888（10/６）

のれんの会計処理  2889（10/13）

XBRLによる四半報の提出  2889（10/13）

XBRLとIFRS  2890（10/20）

工事完成基準  2890（10/20）

米国基準採用会社  2891（10/27）

資産・負債アプローチと後入先出法

　  2892（11/３）

発行登録制度  2892（11/３）

１株当たり利益（EPS）  2893（11/10）

15年変動利付国債  2894（11/17）

SEC基準採用企業の減価償却  2895（11/24）

第２四半期以降のセグメント変更  2895（11/24）

賃貸等不動産の範囲  2899(12/22)

�監査・レビュー�
四半期における後発事象  2879（７/28）

四半期での会計方針変更  2881（８/18）

�会社法�
監査法人の有限責任化  2885（９/15）
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解　　説
�内部統制関連�
■実践！内部統制報告制度～わが社の取組み　

第１弾　キヤノン「キヤノンの内部統制報告制度への取組みと成果」

　  ①2879（７/28），②2880（８/４）

  キヤノン株式会社　連結経理部長　柳橋　勝人

第２弾　新日本製鐵  2883（９/１）

  新日本製鐵株式会社　財務部部長　都　正二

第３弾　中小企業信用機構  2899(12/22)

  中小企業信用機構株式会社　法務監査部長　南村　博二

・「内部統制の重要な欠陥に係る実態調査」の結果について  2880（８/４）

  日本内部統制研究学会「内部統制の重要な欠陥に係る実態調査研究部会」八田　進二（代表）

  ／橋本　尚／町田　祥弘／武野　浩子／田中　智徳

・「内部統制報告制度に関するQ＆A」（追加Q＆A）について  2877（７/14）

�  金融庁総務企画局企業開示課　企業会計調整官　野村　昭文

・監査役からみた「内部統制報告制度に関するQ＆A」  2897（12/８）

�  森・濱田松本法律事務所　弁護士　鈴木　克昌

・プロティビティ・ジャパン代表取締役社長　神林比洋雄氏に聞く「内部統制報告制度　～

実務上の課題と展望～」  2880（８/４）

・内部統制初年度の実務～今留意すべきことは？　コントロール・ソリューションズ・イン

ターナショナル（株）代表取締役社長　加藤　厚氏に聞く  2895（11/24）

�四半期関連�
・平成20年６月第１四半期～四半期報告書作成のポイント  2877（７/14）

�  新日本監査法人　公認会計士　武澤　玲子

・ドキュメント『四半期開示』～決算スケジュールと会計処理  2885（９/15）

  株式会社ニチレイ　財務部　田口　巧

・第２四半期を迎えるにあたっての四半期決算の実務対応と留意点  2888（10/６）

  新日本監査法人　公認会計士　太田　達也

・平成21年３月期第１四半期報告書の事例分析  2889（10/13）

第三者割当増資  2899(12/22)

�その他�
連結基礎概念  2878（７/21）

Nomad制度  2881（８/18）

監査法人の有限責任化  2885（９/15）

内部者情報システム  2891（10/27）

自己資本比率規制  2893（11/10）

15年変動利付国債  2894（11/17）

電子債権記録機関　  2896（12/１）

インサイダーと子会社解散  2896（12/１）

格付会社に対する規制  2897（12/８）

大量保有報告書と課徴金  2897（12/８）
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  あずさ監査法人　公認会計士　江藤　栄作／公認会計士　重田　理枝子

・平成20年９月期（第２四半期）～四半期報告書の記載のポイント

　 〔前編〕2889（10/13），〔後編〕2890（10/20）

  新日本有限責任監査法人　公認会計士　金子　裕子

・2008年第１四半期決算の実態分析  2891（10/27）

  大和総研　制度調査部長　吉井　一洋

・平成21年３月期第１四半期決算短信の開示状況について  2891（10/27）

株式会社東京証券取引所　上場部上場会社担当調査役　加藤　賢／上場部上場会社担当　坂口　剛規

・第２四半期報告書の留意事項  2891（10/27）

  （財）財務会計基準機構　企画部長　西岡　佳彦

�会計基準等�
過年度遡及修正

■「会計上の変更及び過去の誤謬に関する検討状況の整理」について

　  （前編）2880（８/４），（後編）2881（８/18）

  企業会計基準委員会　研究員　箕輪　恵美子

企業結合

■企業結合に関する会計基準（案）等について

　（前編）  2879（７/28）

  企業会計基準委員会　主席研究員　秋葉　賢一／研究員　小林　正和

　（後編）  2880（８/４）

�  企業会計基準委員会　主席研究員　秋葉　賢一／研究員　小林　央子

工事契約

■工事契約に関する会計基準実務上の留意点

　  （第１回）2876（７/７），（第２回）2877（７/14），（第３回・最終回）2878（７/21）

�  公認会計士　望月　正芳

収益認識

・【経営財務時事レポート】収益認識の会計基準の見直し  2891（10/27）

退職給付

■退職給付会計の現状と国際的動向を踏まえた今後の展望　第２編　

　IASBディスカッションペーパーの概要と影響  （第１回）2892（11/３）

　  （第２回）2893（11/10），（第３回）2894（11/17），（第４回）2895（11/24）

　  （第５回）2896（12/１），（第６回）2897（12/８），（第７回）2898（12/15）

  公認会計士　井上　雅彦

棚卸資産

・ASBJの「プロジェクト計画表」の更新と今後の課題  2889（10/13）

  企業会計基準委員会　主席研究員　秋葉　賢一

・企業会計基準第９号　「棚卸資産の評価に関する会計基準」の改正について  2893（11/10）
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  企業会計基準委員会　研究員　高津　知之

賃貸等不動産

・「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準（案）」及びその適用指針（案）について

　  2880（８/４）

  企業会計基準委員会　研究員　嶋田　和洋

�会計実務�
■シリーズ業種別会計の基礎　

　その０　業種別会計総論  前編　2892（11/３），後編　2894（11/17）

  新日本有限責任監査法人　ナレッジセンター　公認会計士　三橋　敏

　その２　医薬品業

　第１回　医薬品業の概要  2896（12/１）

　第２回　医薬品製造業の会計処理の特徴  2897（12/８）

　第３回　医薬品卸売業の会計処理の特徴  2898（12/15）

  新日本有限責任監査法人・医薬品業研究会

　その３　路線バス業  2899（12/22）

  新日本有限責任監査法人・旅客運輸業研究会

�国際会計基準（IFRS）関係�
■【海外会計トピックス】

　IFAC：組織業績を勢いづける原価計算  2876（７/７）

　IASB：信用危機への対応  2877（７/14）

　AICPA他：不正を減らすガイドライン  2878（７/21）

　SEC：財務報告改善諮問委員会の勧告事項草案  2879（７/28）

　SEC：不正会計と会計処理判断誤りによる処分  2880（８/４）

　サブプライムやSOX関連の記事から  2881（８/18）

　FASB，IASB「一株当たり利益」の改訂草案  2882（８/25）

　IFAC：組織統治の評価と改善（草案）  2883（９/１）

　SEC：国際財務報告基準（IFRS）適用の予定表草案，その他の記事  2884（９/８）

　Labor Dayと経営者の報酬など  2885（９/15）

　FASB, IASB「会計基準の国際的収斂に関する覚書の経過報告」公表  2886（９/22）

　IASB：信用危機に関連した会計基準等の草案  2887（９/29）

　FASB：金融資産等に関連する会計基準の改訂草案  2888（10/６）

　FASB，SECによる公正価値の明瞭化  2889（10/13）

　FASB:「継続企業」と「後発事象」の草案  2890（10/20）

　IASB，FASB「財務諸表の表示」に関する討議資料を公表  2891（10/27）

　PCAOB：財務報告のリスク評価と対応に関する監査基準草案  2892（11/３）

　IASB等：欧米での公正価値論議  2893（11/10）

　国際会計基準：その対応，最近の反応など  2894（11/17）
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　金融危機による副作用：会計と監査への影響  2895（11/24） 

　SEC：国際財務報告基準（IFRS）導入のロードマップ草案  2896（12/１）

　FASB他：金融資産に関する開示など  2897（12/８）

　GAO他：自動車産業の救済その他  2898（12/15）

　米国発の金融危機，自動車ビッグ３危機の後は訴訟ラッシュ？  2899（12/22）

■シリーズ　IFRS導入に向けたわが社の取り組み～第１弾　富士通

　  経理財務本部　IFRS推進室室長　湯浅　一生

■これだけは知っておきたい！　国際財務報告基準Q＆A

　  第16回　2877（７/14），第17回　2879（７/28），第18回　2881（８/18）

　  第19回　2884（９/８），第20回　2886（９/22），第21回　2889（10/13）

■会計基準の国際化をめぐる動向　

　第７回　米国における会計原則の階層  2878（７/21）

　第８回　財務諸表の表示の抜本的検討  2882（８/25）

　第９回　IAS19号「従業員給付」の改訂についての討議資料について  2888（10/６）

　第10回　IASBとFASBの覚書のアップデートの公表  2894（11/17）

　第11回　XBRLの国際的な導入の動向  2898（12/15）

  あらた監査法人　企業会計研究会

■シリーズ　IFRIC委員　鶯地隆継氏に聞く　国際財務報告基準の解釈指針

　第３回　「マイレージ・ポイントの会計処理（下）」  2879（７/28）

　第４回　「サービス・コンセッション（公共サービスへの民間参入）に関する会計処理」  2882（８/25）

　第５回　「売上高のグロス・ネット表示」  2887（９/29）

　第６回　「不動産工事契約」  2889（12/22）

■公正価値測定（算定）とサブプライム問題　

　第１回　「サブプライム問題とその変遷」  2886（９/22）

　第２回　「サブプライム問題と会計問題－その１」  2887（９/29）

　第３回　「サブプライム問題と会計問題－その２」  2888（10/６）

　第４回　「サブプライム問題と会計問題－その３」  2889（10/13）

  公認会計士　佐藤　真良／公認会計士　樋口　哲朗

　第５回　「評価モデル（その１）」  2890（10/20）

　第６回　「評価モデル（その２）」  2892（11/３）

  明治大学大学院グローバルビジネス研究科　准教授　王　京穂／公認会計士　樋口　哲朗

　第７回　「公正価値算定に関する問題」  2893（11/10） 

　第８回（最終回）　「公正価値算定に関する問題」  2894（11/17）

  公認会計士　佐藤　真良／公認会計士　樋口　哲朗

■会計情勢　in the U.S.

　AICPAによるIFRS啓蒙活動  2877（７/14）

　不正リスク管理の実務指針  2880（８/４）
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　CPA試験の改善  2884（９/８）

　不正に関する国民への報告書  2885（９/15）

　Bailout ! Right Man at the Right Time救済措置を巡って！適任の人材・財務長官ポール

ソンの人物像  2888（10/６）

　どうする？保険会社破綻  2895（11/24）

　マネー・ローンダリング防止  2897（12/８）

  ハリー・ウィンストン・ジャパン㈱　濱田　眞樹人

■「IFRS導入が税務会計に及ぼすインパクト」

　（前編）　日本における財務会計と税務会計の関連性  2895（11/24）

　（後編）　欧州における財務会計と税務会計の関連性  2896（12/１）

  新日本有限責任監査法人　ナレッジセンター（CBK）　猪熊　浩子／小林　江理子／持田　優子

・MOUのアップデートと米国の動向　―世界基準誕生のシナリオにも触れて―  2884（９/８）

�  国際会計基準審議会理事　山田　辰己

・サブプライム問題に係るFASBの対応について  2888（10/６）

  立命館大学経営管理研究科　教授　藤田　敬司

・会計基準の国際的な統一化へのわが国の対応  2890（10/20）

  （社）日本経済団体連合会　経済第二本部　税制･会計グループ長　井上　隆

・社内発生開発費のIFRSのもとにおける開示の実態調査について  2892（11/３）

  企業会計基準委員会　専門研究員　吉田　健太郎

・緊急対談「国際財務報告基準（IFRS）の動向と日本の対応」  2892（11/３）

  国際会計基準審議会（IASB）　理事　山田　辰己氏／

  経済・金融・経営評論家　前金融監督庁（現金融庁）　顧問　金児　昭氏

・石川純治駒澤大学教授に聞く　「公正価値会計」とは  2893（11/10）

・国際財務報告基準のアドプションの必要性  2893（11/10）

  筑波大学大学院　ビジネス科学研究科　教授　弥永　真生

・スペシャル対談　島崎憲明　住友商事副社長　VS　西川郁生　ASBJ委員長　「IFRS適用

をめぐる課題と日本の対応」  2894（11/17）

・新日本有限責任監査法人　IFRSデスク　河野明史氏に聞く

　「IFRS推進本部」設置と今後のIFRS対応  2898（12/15）

�金融商品取引法�
・「金融商品取引法等の一部を改正する法律」の概要について  2882（８/25）

  前金融庁総務企画局市場課　課長補佐　大来　志郎／

  金融庁総務企画局市場課　専門官　鈴木　謙輔

・「財務諸表等の用語，様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成

20年内閣府令第50号）について  2884（９/８）

  金融庁　総務企画局　企業開示課　企業会計第一係長　鳥居　典正

・インサイダー取引に対する関係機関の最近の取組みと未然防止上の留意点  2894（11/17）
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 東京証券取引所自主規制法人　売買審査部　総務・企画・取引相談グループ　調査役　吉松　和彦

・新規公開用有価証券届出書における四半期情報の開示等に係る内閣府令等の改正（平成20

年内閣府令第65号）  2896（12/１）

  金融庁　総務企画局　企業開示課　橘　一哉

�開示�
・上場制度総合整備プログラム2007（第二次実施事項）に基づく上場制度の整備について

　  2879（７/28）

  東京証券取引所　上場部企画担当　調査役　宇都宮　純子

・ゴーイング・コンサーン開示状況調査  2895（11/24）

  愛知大学経営学部　教授　盛田　良久

・不適正開示の防止について  （前編）2895（11/24），（後編）2896（12/１）

  ㈱ディー・ブレイン証券　開示審査部長　鈴木　広樹

■公開買付け開示書類の事例分析　

　第１回　公開買付制度の概要  2889（10/13）

　第２回　平成19年度の公開買付け事例  2890（10/20）

　第３回　平成19年度の公開買付けの動向分析  2892（11/３）

　第４回　公開買付届出書における株券等所有割合  2895（11/24）

　第５回　自社株と他社株同時並行の公開買付けの分析と開示事例  2897（12/８）

　第６回　「買付け等の目的」の開示事例（１）  2898（12/15）

　第７回　「買付け等の目的」の開示事例（２）  2899（12/22）

  公開買付事例研究会　大阪経済大学　教授　小谷　融

  宝印刷総合ディスクロージャー研究所　研究員　金井　陵策

  ディー・ブレイン証券　開示審査部長　鈴木　広樹

  SOZO工房取締役パートナー　山本　功

 弁護士　六川　浩明

�監査�
■会計監査12ヶ月　第三部　「会計士　山中氏の思い」

  その１　2883（９/１），その２　2885（９/15），その３　2887（９/29），その４　2889（10/13）

  その５　2891（10/27），その６　2893（11/10），その７　2895（11/24），その８　2897（12/８）

　　　　　その９　2899（12/22）

・監査報酬の開示・監査人異動時の開示に関する内閣府令の概要  2876（７/７）

　金融庁　総務企画局企業開示課専門官　徳安　亜矢／金融庁　総務企画局企業開示課　山下　祐士

・専門職的内部監査の実施  2878（７/21）

  LEC東京リーガルマインド大学副学長，大学院教授　中央大学名誉教授　檜田　信男

・監査･保証実務委員会報告第76号「後発事象に関する監査上の取扱い」の改正  2884（９/８）

  公認会計士　大島　勝彦
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�会社法�
・上場会社における会計参与の活用法  2883（９/１）

  会計参与支援センター事務局長　公認会計士・税理士　櫻庭　周平

■Q＆Aでわかる会社法の重要ポイントシリーズ

　吸収分割における株主資本の計算  2893（11/10）

　株式交換における株主資本の計算  2896（12/１）

  法務省　民事局付　小松岳志／法務省　民事局付検事　澁谷　亮

　役員の報酬・賞与・慰労金の基本と実務Q&A　172

　事後に株主総会の決議を経た場合における役員報酬支払いの効力  2896（12/22）

  弁護士　小林　公明

�税制・税務関係�
■知的資産にフォーカス～事業ライフサイクルと会計・税務～

　　　　　　　　　　　　　　　　（その１－導入期）2877（７/14），（その２－成長期）2878（７/21）

  （その３－成熟期）2879（７/28），（その４－衰退期）2880（８/４）

  新日本有限責任監査法人　三代　まり子／西原　直

■実務Q＆A　会計・税務処理と申告調整

　  第21回　2884（９/８），第22回　2887（９/29），　第23回　2892（11/３）

  公認会計士・税理士　鶴田　泰三

■「IFRS導入が税務会計に及ぼすインパクト」

　  （前編）2895（11/24），（後編）2896（12/１）

  新日本有限責任監査法人　ナレッジセンター（CBK）　猪熊　浩子／小林　江理子／持田　優子

�インタビュー・対談・座談会�
・特別インタビュー　サブプライムは世界最大の「会計（学）」問題  2876（７/７）

  経済・経営評論家，前金融監督庁（現金融庁）顧問　金児　昭

・プロティビティ・ジャパン代表取締役社長　神林比洋雄氏に聞く「内部統制報告制度　～

実務上の課題と展望～」  2880（８/４）

■「有限責任監査法人制度～どうなる？監査法人～」　

　第１弾　新日本有限責任監査法人  2885（９/15）

　第２弾　赤坂有限責任監査法人  2886（９/22）

　第３弾　太陽ASG有限責任監査法人  2887（９/29）

・経営財務ワンテーマインタビュー　「経理」部門における人材教育の課題と展望  2890（10/20）

  ビジネス・コンサルタント　佐久間　裕輝

・緊急対談「国際財務報告基準（IFRS）の動向と日本の対応」  2892（11/３）

  国際会計基準審議会（IASB）　理事　山田　辰己

  経済・金融・経営評論家　前金融監督庁（現金融庁）　顧問　金児　昭

■シリーズ「経理・財務」の組織と教育　
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　第６回　帝人の持株会社経営と経理・財務の対応  2893（11/10）

  帝人㈱専務取締役CFO　高野　直人

  経済・金融・経営評論家　前金融監督庁（現金融庁）顧問　金児　昭

　第７回　旭硝子のカンパニー制と経理・財務の対応  2895（11/24）

  旭硝子㈱代表取締役副社長執行役員・CFO　松澤　隆

  経済・金融・経営評論家　前金融監督庁（現金融庁）顧問　金児　昭

・石川純治駒澤大学教授に聞く　「公正価値会計」とは  2893（11/10）

・スペシャル対談　島崎憲明　住友商事副社長　VS　西川郁生　ASBJ委員長　「IFRS適用

をめぐる課題と日本の対応」  2894（11/17）

・内部統制初年度の実務～今留意すべきことは？　コントロール・ソリューションズ・イン

ターナショナル㈱代表取締役社長　加藤　厚氏に聞く  2895（11/24）

・新日本有限責任監査法人　IFRSデスク　河野　明史氏に聞く

　「IFRS推進本部」設置と今後のIFRS対応  2898（12/15）

■座談会

・現場の本音を語る！　経営財務・読者座談会　第１回　「四半期報告」  2890（10/20）

�その他�
・企業の社会的責任動向調査からみた経営者の在り方（下）  2876（７/７）

  関西大学　商学部教授（公認会計士）　大倉　雄次郎

・公認不正検査士協会（ACFE）年次総会参加報告  2883（９/１）

 日本公認不正検査士協会（ACFE JAPAN）　専務理事　甘粕　潔

・米国における職業上の不正の動向－ACFE2008年版「職業上の不正と乱用に関する国民へ

の報告」より－  2889（10/13）

  日本公認不正検査士協会（ACFE JAPAN）　専務理事　甘粕　潔

・コーポレート・ガバナンス　365日

　第１回　今映る「街の風景」（前編）  2896（12/１）

　第２回　今映る「街の風景」（後編）  2897（12/８）

  横浜市立大学　国際総合科学研究院　特別契約教授　大西　又裕

・海外の年金・会計の最新事情（シリーズ２）

　第14回　我が国トップ企業の年金積立状況2008（その１）  2896（12/１）

　第15回　我が国トップ企業の年金積立状況2008（その２）  2897（12/８）

　第16回　我が国トップ企業の年金積立状況2008（その３）  2897（12/22）

  中立系年金コンサルティングファーム　IICパートナーズ（年金業務政令指定法人）

  監修：中村　義正／執筆：内田　博史

■会計と数学の狭間で

　第22回「複利計算を便利にする連続金利」  2886（９/22）

　第23回「算盤とエクセル」  2888（10/６）

　第24回「数学のレベル」  2889（10/13）
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　第25回「大局的に曲線，局所的に直線」  2891（10/27）

  愛知工業大学　教授　岡崎　一浩／士別翔雲高等学校　教諭　正田　隆之

�書評・新刊紹介�
■書評

・金児昭編著／長岡和範　著「経理・財務」＜物語＆基本バイブル＞  2877（７/14）

  公認会計士　木村　幸彦

・服部勝著　改訂版　詳説リース会計基準  2881（８/18）

  公認会計士　小賀坂　敦

・金児昭著　「経理・財務」＜上級＞  2883（９/１）

  東京エレクトロン株式会社　取締役（経理・財務担当）　本田　祐一

・盛田良久・蟹江章・友杉芳正・長吉眞一・山浦久司編著　スタンダードテキスト監査論  2885（９/15）

  公認会計士　持永　勇一

・川北博著　［私本］　会計・監査業務　戦後史  2887（９/29）

  中央大学名誉教授　商学博士　富岡　幸雄

八田進二　青山学院大学大学院教授・木村剛　株式会社フィナンシャル社長著　八田進二・

木村剛のこれが「内部統制」だ！  2888（10/６）

  株式会社プロティビティジャパン最高顧問（関西大学大学院会計研究科客員教授）伊藤　進一郎

・稲垣　浩二著『不正会計防止プログラム』  2894（11/17）

  青山学院大学大学院　教授　八田　進二

・越智信仁著『銀行監督と外部監査の連携－我が国金融環境の変化，各国制度の比較等を踏

まえて』  2895（11/24）

  法政大学会計大学院　教授　岸　牧人

■新刊紹介

・「リース取引の会計と税務」完全解説  2878（７/21）

・四半期財務諸表の重要ポイントQ＆A  2878（７/21）

■ハーフタイム　

　監査報酬倍増計画？  2876（７/７）

　企業会計の「経路依存性」  2877（７/14）

　蜃気楼  2881（８/18）

　子会社の非支配株主（少数株主）は親会社にとって他人か身内か  2885（９/15）

　篤姫と西郷どん  2886（９/22）

　会計基準の設定とその権限は？  2892（11/３）

　アダム・スミスと食の安全  2893（11/10）

　自由市場の規制と規律  2895（11/24）

　激動する評価・換算差額等が意味するもの  2897（12/８）
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資　　料
�重要法令等�
・内部統制報告制度に関するQ＆A  2877（７/14）

・内部統制府令　（「財務計算に関する書類その他の情報の適正性を確保するための体制に関

する内閣府令」）  2881（８/18）

・内部統制府令ガイドライン（「財務計算に関する書類その他の情報の適正性を確保するた

めの体制に関する内閣府令」の取扱いに関する留意事項について）  2881（８/18）

・「財務諸表等の用語，様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成

20年８月７日公布，内閣府令第50号）の新旧対照表  2886（９/22）

・「企業内容等の開示に関する内閣府令等の一部を改正する内閣府令」（平成20年10月20日公

布，内閣府令第65号）の新旧対照表  2896（12/１）

・Q&Aで理解する内部統制報告制度  2897（12/８）

  宝印刷株式会社　総合ディスクロージャー研究所　主任研究員　森　清治

  主任研究員（公認会計士）　平岡　美紀

�企業会計基準委員会�
・企業会計基準適用指針第22号連結財務諸表における子会社及び関連会社の範囲の決定に関

する適用指針  2888（10/６）

・企業会計基準第19号『退職給付に係る会計基準』の一部改正（その３）」の公表  2889（10/13）

・企業会計基準第19号「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）　  2889（10/13）

・改正企業会計基準第９号「棚卸資産の評価に関する会計基準」の公表　  2893（11/３）

・企業会計基準第９号　棚卸資産の評価に関する会計基準  2893（11/３）

・企業会計基準第９号「棚卸資産の評価に関する会計基準」の新旧対照表　  2893（11/３）

�日本公認会計士協会�
・連結財務諸表における子会社及び関連会社の範囲の決定に関する監査上の留意点について

のQ＆A  2888（10/６）

・業種別監査委員会報告第27号「建設業において工事進行基準を適用している場合の監査上

の留意事項」の改正について  2889（10/13）

�月間為替相場（三菱東京UFJ銀行公表）�
  ６月30日　2876（７/７），７月31日　2888（８/18），８月29日　2884（９/８）

  ９月30日　2888（10/６），10月31日　2893（11/10），11月28日　2897（12/８）

�今週のレート�
平成20年６月23日～平成20年12月12日　  2876（７/７）～ 2899（12/22）

�訂正�
・実務Q＆A　会計・税務処理と申告調整　第20回（No.2869）  2884（９/８）


